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○本田座長 それでは、ただいまから第３回年金業務・組織再生会議を開催いたします。 

 本日は「職員の採用に関する基本的事項」につきまして、これまでの会議で出された意

見などを基に議論を深めてまいりたいというように考えております。 

 まず初めに、戸井田政務官が新たに就任されましたので、一言お願いいたします。 

○戸井田内閣府政務官 このたび内閣府政務官に就任いたしました戸井田徹です。よろし

くお願いいたします。年金業務に対する国民の信頼回復と組織再生のために、大臣ととも

に頑張って支えていきたいと思います。どうぞよろしくお願いいたします。 

○本田座長 続きまして、新しく社会保険庁長官に就任されました坂野長官にもお越しい

ただきましたので、一言お願いします。 

○坂野社会保険庁長官 社会保険庁長官を拝命しました坂野でございます。よろしくお願

いをいたします。 

 非常に厳しい国民の方々の目が注がれている中、身の引き締まる思いをいたしておりま

す。新しい組織形態への移行はもとより、年金記録問題の解決など、各般の課題に私も全

力を挙げて取り組んでまいります。村瀬前長官同様、よろしくご指導のほどお願いを申し

上げます。 

○本田座長 本日の会議では、まず前回の会議の中で委員の皆様から資料提出のご要望の

あった事項やご質問のあった事項などにつきまして、社会保険庁から資料の説明を受けま

して、その上で質疑を行いたいと思います。 

 その後、「職員の採用に関する基本的事項」につきまして、委員の間で自由討議を行い

まして、さらに議論を深めてまいりたいというように考えております。 

 それでは、社会保険庁から吉岡総務部長にご出席いただいておりますので、ご説明をお

願いいたします。 

○吉岡社会保険庁総務部長 社会保険庁総務部長の吉岡でございます。ご指示に従いまし

て、お手元の資料１に基づきご説明をさせていただきます。 

 今日お持ちいたしました資料は、前回の会議でご指摘のありました事項について資料を

まとめたものでございます。時間の関係もございますので、20分ほどいただきまして、ポ

イントのみご説明をさせていただきます。 

 まず１ページをお開けいただきます。社会保険事務局あるいは社会保険事務所などで働

きます常勤ではない非常勤の職員の実態ということで、整理をさせていただきました。一

番冒頭、種別ということで、名称といたしましては謝金職員あるいは事務補佐員、前回も

ご説明しましたが、個別訪問を行い国民年金の収納業務をやります国民年金推進員と、こ

ういうものが主だったものでございまして、一番下に全国の社会保険庁、事務局、事務所

トータルの人数がそれぞれの職種ごとに書いてございます。 

 謝金職員ですけれども、職務の欄をご覧いただきますけれども、主だったものは年金相

談などの専門的な知識、能力を必要とする業務、事務補佐員につきましては、受付あるい

は補助的な簡易な書類チェックなど、定型的な業務をやっていただいております。国民年
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金推進員はやや特殊でございます。個別訪問をして未納者に対します国民年金制度の周知

あるいは納付の督励、収納などの業務を行っております。 

 雇用形態といたしましては、謝金職員、事務補佐員がいわゆる日々雇用職員ということ

でございます。雇用関係が日々発生するという考え方に基づく職員でございます。推進員

の方は、これはいわゆるパートタイマーに属する日々雇用ではない職員、常勤職員の１週

間の勤務時間の４分の３を超えない範囲内において人事院規則で定められた職員でござい

ます。 

 勤務時間、雇用期間などについてはそれぞれ表に書いてございますので、後ほどお読み

取りをいただきたいと考えております。 

 次のページへまいらせていただきます。謝金職員の業務内容別の職員数ということで２

ページに整理をさせていただきました。主だった仕事は、業務区分に書いてございますよ

うに、年金業務、それから健康保険業務、特殊なものといたしましては医療指導業務とい

うことでございます。全体で年金関係業務従事者、謝金職員が約4,300名、健康保険業務

に従事している者は約875名でございます。人数はいろいろございますけれども、職名と

いたしましては適用指導員、国民年金適用事務指導員、保険料収納指導員などいろんな職

種がございまして、人数的に多ございますのは、全国の社会保険事務所あるいは付属の年

金相談センターにおきまして年金相談に従事する職員ということで、後ほど述べますよう

に技能に応じて差なども設けられておりますが、全国で2,400名が年金相談員として仕事

をしていただいております。それから、健康保険業務ではレセプト点検調査員、医療機関

で社会保険診療報酬を請求したその請求内容を保険者の立場から資格点検などを行うとい

うことで、全国で700余名の職員が活動しております。 

 それでは、次のページにまいらせていただきます。これらの非常勤の職員の方々の勤続

年数別の内訳ということで表にさせていただきました。今年の７月１日時点の調査におき

まして５年未満の、これは雇用予定期間が切れても延長して結果的に５年未満ですね、勤

務された方が73％、一方で10年以上の方も１割という形で勤務年数が長くなる方もかなり

いらっしゃるということをお読み取りいただきたいと考えております。 

 その次のページ、４ページでございますが、これら非常勤職員の採用方法でございます。

これは公募の上でハローワークなどを通じまして、あるいはホームページなどを通じまし

て、広く一般的に募集をした上で、筆記試験または面接によりその採用の可否を決めてお

ります。筆記試験といたしましては、職種によりますけれども、書類審査から始まって筆

記試験、面接試験という形でございます。採用は、それぞれ例えば社会保険庁の内部部局

であれば、これは長官名の任命と、業務センターであればセンター長、一番下段でござい

ますけれども、各社会保険事務局あるいは社会保険事務所の非常勤職員につきましては、

当該社会保険事務局長という者が契約の相手方になっております。 

 一番下でございますけれども、先ほど申し上げました謝金職員のうち、年金相談業務に

従事する職員につきましてのみ、筆記試験を実施しているというのが採用の際の実態でご
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ざいます。 

 それから、次のページでございます。常勤職員と非常勤職員の仕事の分担関係でござい

ます。ご案内のとおり、国家公務員法の定員として管理されますのは常勤職員のみでござ

います。それ以外に個別業務に必要に応じ配備されておりますのが非常勤職員ということ

でございます。当然のことながら常勤職員におきましては役職のランクに応じまして、組

織としての意思決定を行うと。一方で、非常勤職員はそれぞれの個別の業務のニーズに応

じて採用、配置をされているということでございまして、職務に対する責任は基本的に限

定的であるということでございます。この点で常勤職員と役割、立場が異なるということ

でございます。 

 具体的には、相違点ということで、やや抽象的ではございますけれども、整理をさせて

いただいたものがその下段の表でございます。説明は省略をさせていただきます。 

 次に６ページでございます。非常勤職員も社会保険庁全体で１万人を超える職員が日々

社会保険業務に従事しております。当然、これらの方々に対します勤務の評価ということ

が必要になります。 

 まず６ページは（１）で年金相談員などについて整理をしております。先ほど言いまし

たように、事務所あるいは年金相談センターでかなり内容によっては非常に高度な内容を

含む相談を受け持っていただいております。この年金相談に従事する方のランクといたし

まして、６ページの下に書いてございますように、それぞれ謝金の報酬の額が違いますよ

うに、上は社会保険相談指導員という名称の年金相談員でございます。監督的な要素も含

む指導員の方から、ごく一般的な相談を受け持ちます社会保険相談員ということで、それ

ぞれ謝金職員としての報酬に差などが設けられておりまして、それぞれの人数が採用され

ております。 

 これらの方の勤務の状況の評価の方法でございますけれども、社会保険相談指導員、一

番トップの位にあります職員につきましては、その固有の試験問題によって評価を行って

おります。それ以外の主任年金相談員などにつきましては、これらのランクに共通の試験

問題によりまして評価を実施しております。 

 具体的には評価シートということで、７ページ以下にサンプルをつけさせていただいて

おりますが、１つはご自身の自己評価、それから年金相談員をまとめます各事務所の総合

相談室長というポストがございまして、この監督者によります評価、それから組織全体、

各事務所単位に事務所長がこれらの方々の仕事を評価するという３段構えということにな

っております。この中でどのランクにふさわしい方かということにつきましては、各事務

局におきまして、選定委員会を設置、開催いたしまして、その評価を踏まえて各相談員の

方のランク付けが決まっているということでございます。評価シートは評価項目から始ま

ってやや細かいことがございますけれども、それぞれの項目につきまして、自己評価とそ

れから上司によります評価というものを書いていただくという形で客観性を担保している

ところでございます。 
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 次に８ページに移らせていただきます。細々と説明しております国民年金推進員でござ

いますけれども、平成13年度までは各市町村におきまして保険料の収納業務を実施してお

りました。それで地方事務官制度の廃止後、一つの帰結といたしまして14年度からは各社

会保険事務局が、あるいは事務所が収納を行うということでございますが、やはり国民年

金制度の特殊性から、地域の国民の皆様方を巡回いたしまして、制度の周知とか未納の方

への納付の督励、あるいは免除の指導など、こういう仕事をやっていただく方々でござい

ます。おととしの10月からはそれまではフラットな給与体系でございましたが、国民年金

制度の推進の趣旨に鑑みまして、実績に応じた評価体系を導入ということで、常勤職員に

先んじてインセンティブを与える給与体系が既に導入をされております。 

 具体的には、評価対象の活動実績、対象につきましては、書いてあるとおりでございま

す。評価方法につきましては、国民年金推進員の主だった業務についてそれぞれ重み付け

をいたしまして、例えば免除など受理件数につきましては、他の業務との比較におきまし

て、１件あたり２ポイントというものに対しまして、各人の実績を掛けまして、ポイント

を換算いたしまして、各事務局単位あるいは全国的な比較もございますけれども、ポイン

トによりまして給与の傾斜配分を行う。 

 傾斜配分の中身は次の９ページでございます。国民年金推進員のそれぞれ半期ごと、６

カ月ごとの成績を時期に評価いたしまして、一番高い方で、具体的には当該グループの中

で上位10％に属する方についてはＡランクの謝金をお支払いする。一番低い方につきまし

ては14万3,600円ということで、そのマージンが３万円でございますから、２割近い給与

の格差をつけて仕事へのインセンティブにさせていただくと、こんな状況でございます。 

 先を急がせていただきますが、10ページに書いておりますのは、今度は常勤職員の人事

評価制度の実施状況でございます。前回でもご議論いただきましたけれども、これは人事

評価制度そのものに関します職員へのアンケートの調査結果を昨年12月段階のものとして

出させていただいております。国家公務員の組織の中では先んじてこういった本格的な制

度を実施していると考えております。本年度から本格実施でございますが、昨年12月の段

階でこの評価制度について職員自身がどの程度理解をしているかということでございまし

て、ラフな回答項目ではございますが、１万7,000人のうち１万6,000人の回答をもって分

析しました結果、人事評価制度の概要は理解できた、そのとおりであると。どちらかと言

えばそのとおりであるという方々を合計しまして73％、７割以上の職員が制度が理解でき

るというように考えております。それから、これはプロセスを踏みまして目標設定のため

のミーティングから成果の確認・評価ということでございまして、従来の勤務評定よりか

なりシステマチックなものですけれども、この大まかな流れについても理解ができている

という方は両方で78％、８割に近い職員が理解をしているという結果をお読み取りいただ

きたいと考えております。 

 それから、次の11ページ、具体的に人事評価制度の導入の効果として、各評価期間中に

自分の行動が変わったかどうかという質問、まさに評価制度の導入の意義に触れる部分で
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ございますけれども、これにつきましても、各半期ごとに上司と相談の上、設定しました

目標を意識してそれぞれの業務を遂行するようになったと、積極的に答えました被評価者、

職員でございます。それプラス、どちらかと言えばそのとおりであるという職員を含めま

すと約７割ということでございます。これは被評価者がいわば部下の方における評価でご

ざいますが、課長、所長など、評価する側におきましても職員に対する見方、従来と比較

して被評価者の業務に対する取組を上司として見るようになったと。従来も見ていると思

うのですけれども、より見るようになったということだと思いますけれども、これが評価

者の評価として75％ということでございます。私どもとしては、今年度から始まった評価

制度の本格的な導入ということで、我々が目指します業務改革、組織改革、意識改革のう

ち意識改革の部分につきましては、この評価制度が一定の効果があったというように考え

ております。 

 次の12ページ、成果の確認のために面談を実施する、この面談を通じてコミュニケーシ

ョンを図るというのが一つのポイントでございまして、この評価制度の導入を通しまして、

評価者であります上司が部下であります私の話をよく聞いてくれた、あるいは認識の共有

化が図れたということなど、特に話をよく聞いてくれたと、そういうコミュニケーション

のきっかけになったという積極的な評価をした職員が全体に88％ということで、コミュニ

ケーションの面でも効果があったのではないかと、このように考えさせていただいており

ます。 

 次の13ページでございますけれども、人事評価制度、これは現在Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄの

５段階の評価ということでございます。このうちＤランクの方というのはどういう人かと

いうことで評価基準を前回お尋ねいただいております。個々の評価項目、いろいろブレー

クダウンしたものの評価が極めて低いということ、絶対評価という考え方でございまして、

優秀な職員が集まっていれば必ずしもＤランクはないと。いわゆる相対評価というのは事

業の実績の客観的な評価につながりませんので、絶対評価の考え方から設定をしておりま

して、Ｑ＆Ａにおきましても絶対的な評価基準を説明しております。一部紹介いたします

と、このＤの評価は必ずつけるべきものなのか、あるいは基準は何かということでござい

ますけれども、Ｄランクについては個別の研修、その人、職員ごとに対します研修、教育

が必要、こういうレベルの職員という位置づけになっておりまして、勤務意欲が極めて低

い場合、あるいは問題行動をたびたび起こすと、こういう客観的な事実があり、上司から

注意指導を受けたにもかかわらず事実が繰り返されると、こういう場合であるということ

で、抽象的ではありますが、一つの目安を定めさせていただいております。 

 その下の方ですけれども、Ｄランクですね、これは国家公務員法上の懲戒処分を受けた

場合にはこういうランクになる可能性があるわけですけれども、その懲戒処分を受けたこ

とだけをもっての評価では不適切だろうということで、あくまでこの評価シートに書かれ

たものを総合して、絶対評価としてＤランクとすべきであるということで、書かせていた

だいております。 
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 その次のページ、14ページでございますが、これは具体的な平成18年度の上期におきま

す実績評価と能力評価、どういう分布になっているかということでお読み取りをいただき

たいと考えております。Ｂ辺りを中央値にいたしまして、左右に分布がきているというこ

とでございます。ここで能力評価と申しますのは、それぞれの業務の数値的なパフォーマ

ンスではなくて、その期間に得られた個人の能力として表に現れたものを評価するという

ことで、実績評価と並んで人事評価に活用させていただいております。 

 それから、15ページでございますけれども、懲戒処分と評価との関係ということでござ

いまして、表にございますように実績評価におきましては、昨年起きました国民年金保険

料の免除などの不適正事務処理に関しまして、停職処分を受けた者をＤ評価、減給処分ま

たは戒告処分をＣ評価ということで、18年度の評価につきましては取扱いをさせていただ

きました。 

 それでは、具体的にこの国民年金の不祥事に絡みまして処分を受けた人がどのランクに

この期の評価として入っているかにつきましては、それぞれ四角の吹き出しをつけており

ます。人数も併せて記載しておりますので、お読み取りをいただきたいと考えております。 

 その次のページ、16ページでございますが、これは職員の人員配置ですね、いわゆる地

域間格差の是正ということでございます。長く地方事務官制度を引っ張ったこともござい

まして、必ずしも全国47事務局の職員の配置、人数そのものもございますし、常勤職員と

非常勤職員のバランスも含めて、いろんな意味のひずみがあったということが、村瀬長官

が着任したときの一つの認識でございまして、具体的にそれぞれの事務局、各ポジション

ごとの業務量を子細に調査いたしまして、標準的な常勤職員、あるいは非常勤職員のある

べき数を制定いたしまして、その上で３カ年計画、17、18、19の３カ年にできるだけバラ

ンスを回復する。あるいは各事務局の業務量に応じた適切な職員の配置がなされるように

17年から計画的に見直しを図ってきております。17年度から19年度の３カ年におきまして、

出発当初から常勤職員が増になった事務局として全国で21、逆に減になった事務局もある

ということでプラスマイナスで520人の増減ということで、ダイナミックな、今までにす

れば非常に画期的な人員の調整が図られております。 

 その次のページに具体的な数字が書いておりまして、縦長の表でございますけれども、

そのＡＢＣＤＥ欄のうち、地域間格差是正のための配置の見直しということで３カ年分の

合計と先ほど申し上げました、合計では当然プラマイゼロになりますけれども、520増、

520減ということで人員の再配置を図ったところでございます。 

 駆け足でございますが、私からの説明は以上でございます。ありがとうございました。 

○本田座長 ありがとうございました。 

 ただいまのご説明に関しまして、何かご質問がありましたら、どうぞ。 

○斎藤委員 質問してよろしいですか。 

○本田座長 はい、斎藤さん。 

○斎藤委員 人事評価制度をお作りになったときに、コンサルティングの会社を頼んだと
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か、あるいはどこかの会社の何かを参考にしたとか、そういうものはございますか。基に

なったものは何でしょうか。 

○吉岡社会保険庁総務部長 なかなか公務員の世界ではノウハウがない部分でございまし

て、ある意味では社会保険庁改革の第一弾ということでまず、民間の方に非常勤の職員と

いう形で組織の中に入っていただいて、足らざるところをいろいろ勉強させていただいた

ということで、その方を中心にいろんな民間企業におきます事例などをご紹介いただいた

上で、ただ全く民間のものをそのまま写すのではなくて、やはり社会保険業務という特殊

性を出していこうということで、そういう努力をしながら時間をかけて評価制度を確立し

たという状況でございまして、当初におきましては大変民間の皆さんのノウハウ、ご協力

を頂戴しております。 

○本田座長 よろしいですか。 

○斎藤委員 はい、ありがとうございます。 

○本田座長 小嶌委員。 

○小嶌委員 細かい点の質問を幾つかさせていただきます。前回のお話では事務補助員と

いう言葉を使われたように思うのですが、事務補佐員でいいのですか。 

○吉岡社会保険庁総務部長 すみません。事務補佐員と両方です。 

○小嶌委員 両方ですか。それと、１ページ目では謝金職員は再雇用可と書いてあります

が、再雇用の場合、３年を限度にしておられるのかどうか。それから、３ページ目以下に

書かれている勤続年数。対象が謝金職員に限定されていますので、事務補佐員の方の勤続

年数についても、その内訳を教えて下さい。 

 それから、６ページにある非常勤職員の方の評価。年金相談員などについて評価をされ

ているのは分かるのですけれど、評価は給与に反映されていないのかどうか。給与は定額

のようですね。そうすると、これは何のための評価かという疑問を感じます。日本年金機

構法では、給与は勤務実績に応じたものでなければならないと定められていたのではない

でしょうか。 

 それと、細かいところで、15ページに実績評価、能力評価云々と書いてあって、前回い

ただいた資料、今日ちょっと持ってきていないのですけれど、結局、総合評価でＳ、Ａ、

Ｂ、Ｃ、Ｄというのが決まるのでしょうか。私はそういうイメージで見ていたのですけれ

ど、例えば、13ページにＳ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄとありますね。停職処分を受けた者の実績評

価がＤというのは当然だと思うのですけれど、能力評価では標準を上回るＢに入っている

人もいますよね。その辺りが、ちょっと常識では理解できないのですが。 

 それから、賞与の支給倍率について、もう一度教えていただけませんか。Ｂが…… 

○吉岡社会保険庁総務部長 前回の資料ですね。ちょっと確認させていただきます。 

○小嶌委員 Ｃ、Ｄとの差があまりなかったように思うのですけれど。 

 それと、一番後の16ページにある見直し計画ですが、520人の増減で、要するにプラマ

イゼロとおっしゃいましたけれど、社会保険庁の考え方では、全体として再配置による調
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整は必要だけれど、やはり現員数は必要だという認識なのでしょうか。 

○吉岡社会保険庁総務部長 では、順番、一番最後の方からですね、ちょっと忘れないう

ちにお答えいたしますけれども、この一番最後の17ページの表に書いてございますように、

これはＤ欄というのがございますね、定員の合理化の減員数ということで、これは各所の

機関を通じてこういう考え方がございまして、例えばＤ欄のＥの上に例えばこの間、国民

年金の仕事は増強しようということで、一方では機関ごとに業務の現状とかあるいは将来

性をかんがみていろいろ現員が割り当てられるのですね。そのプラマイという形で出ます

ので、そういう意味では先ほどのところの地域間格差の見直し、Ｂ欄のところはプラマイ

ゼロでございますけれども、この３年間では減にドライブがかかっております。増を含め

ても結果的にはマイナス７、８という形で、現に３年間で平成16年度から19年度にかけま

して、表にございますように約700名の定員が減らされるという状況でございますので、

漸次減少の方向ということでございます。 

 それから、ちょっと順不同で申しわけございません。謝金職員以外の勤続年数につきま

しては現在調査をしておりません。調査手法も含めて至急検討させていただきたいと、こ

のように考えております。 

 それから、前回ご説明しました具体的な人事評価の結果によりますボーナスへの反映で

ございますけれども、これは事務所長57号俸の場合でございますが、給与の勤勉手当額で

申し上げますと、特に優秀とランクされますと、これは率が0.95、95％でございます。

0.95カ月分の勤勉手当が出ると。具体的に金額で申し上げますと45万円、45万980円、一

番下の特に良好ではないということで0.67、67％のランクということでございます。Ａに

つきましては80％、中庸のＢにつきましては71％、Ｄの先ほどおっしゃったようにあまり

差などはついておりませんけれども、69％ということでございまして、所長の場合では上

下で約13万円の格差ということでお考えいただきたいと考えております。 

 それから、最初の方のご質問に戻りまして、日々雇用職員ですけれども、国の組織の場

合は特段に制限はございませんで、長ければ長く、毎年日々雇用される可能性があるとい

うことでございます。 

○小嶌委員 常勤化防止のための閣議決定が確かあったのではないでしょうか。 

○吉岡社会保険庁総務部長 あります。閣議決定で長く常勤化しないと。 

○小嶌委員 日々雇用の非常勤職員について、期限を設ける閣議決定があったように記憶

していますが。 

○吉岡社会保険庁総務部長 申しわけございません。確認をさせていただきます。 

 それから、さっきの３ページの方は先ほど言いましたように至急調査方法などを考えさ

せていただきます。 

 それから、６ページの関係のご質問でございますけれども、年金相談に関しまして、一

番上のランク１万2,460円から下が6,900円ということでございますけれども、各ランクの

給与は固定しております。例えば主任年金相談専門員の方はその名前である限りは7,980
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円でございますが、同様の業務をやっている、特に年金相談、共通の部分が多くございま

すので、先ほど申し上げました自己評価、上司からの評価などによりまして、評価結果に

よって、例えばランクが１つ積みあがるという形で。 

○小嶌委員 すると、職名も変わるわけですか。 

○吉岡社会保険庁総務部長 はい、そうでございます。 

 そういう形で流動性を持たせてインセンティブを与えているところでございます。それ

から、後ろの方で15ページでございますが、実績評価と能力評価というところでございま

すけれども、要するに能力評価と処分との関係というのはどのように考えているのかにつ

いて、ちょっと担当の調整官がお答えいたします。 

○那須社会保険庁人事調整官 実績評価では事業の実施結果を見るわけですので、不正、

いわゆる不適正なことがあって処分を受けたということであれば、ここは下位のランクに

するのだということを明確に打ち出していく。ただ、能力といいますのはあくまでもその

人が持っている能力を他の業務なりで適正に出していけば、それはそれで、処分があった

からといって、能力までだめと一気にそうはいかないでしょうと。そういう見分け方を使

っておりますので、実績の方は実際に起こしたこと、そういうところに着目した評価をす

るということで考えてございます。したがって、能力はその人の他の事業事務の取組すべ

てを総合的に見て判断をするというようにしております。 

○吉岡社会保険庁総務部長 補足しますと、基本的な考え方として、この実績評価は半年

ごとに評価時期を設けております。能力評価の項は年に１回ということでございます。実

績評価の方は、これはむしろ例えば収納率のアップとかいろいろ窓口相談の中身とかいろ

いろございますけれども、こういうものは組織としての仕事の評価に関わる分がございま

して、例えばこの中で不祥事が起きますとどうしてもやっぱりいろんな意味で業務への阻

害になったり、あるいは国民からの信頼の低下を招くということで、まさに社会保険庁全

体の実績に影響するという意味で、処分があると評価を低くすると。一方、能力評価の方

は当期には具体的なパフォーマンスでは現れませんでしたけれども、その人が持っている

ポテンシャルですね。ポテンシャルといっても実際に現れるようなポテンシャルというこ

とで、次期以降の評価につながるような部分ということで、やや時間を置いて、例えば今

回何か不祥事を起こして実績を非常に落としめたけれども、その人は潜在的には次期以降、

リカバリーといいますか、リターンマッチの可能性もあるということも含めて、両方の観

点から人事評価につなげていると、こういう状況でございます。その意味で少し処分者の

扱いに差が出得るというようにお考えいただいてはどうかと思っております。 

○小嶌委員 Ｂの場合、0.71掛けてとおっしゃいましたね。勤勉手当の支給倍率は、実績

評価と能力の評価のどちらで決まるのですか。 

○吉岡社会保険庁総務部長 実績評価のみでございます。 

○小嶌委員 実績評価のみ。 

○吉岡社会保険庁総務部長 はい。 
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○小嶌委員 昇給はどうなのですか。昇給への反映というのはあるのですか。 

○那須社会保険庁人事調整官 昇給への反映は能力の方で判断していますが、処分を受け

ますと、これが国家公務員法の中で昇給延伸の措置という効果が出てきますので、そこで

担保されているということでございます。 

○小嶌委員 標準の昇給幅というのは、今は暫定的に３号俸…。 

○吉岡社会保険庁総務部長 そうですね。 

○小嶌委員 では、具体的に２にするとか１にするとか、あるいは６にするとかいうのは、

能力評価で決まるのですか。 

○那須社会保険庁人事調整官 そこはある程度決めております。Ｃであれば１しかいかな

いとかというような判断をするようにしています。 

○小嶌委員 分かりました。 

 それと、繰り返しになりますけど、賞与というか勤勉手当については実績評価であって、

昇給に能力評価が反映するというように考えるわけですね。 

○吉岡社会保険庁総務部長 はい。 

○八田委員 ２つ質問がございます。第１は、雇い止めについてです。日々雇用、事務補

佐員の場合ですが、契約は１年ごとというように理解していますが、その場合に１年で契

約を終了するということは実際よくあることなのでしょうか。あるいは５年雇っておいて、

来年からはもう来なくてもいいよと言うことがあるのでしょうか。仕事がなくなればそう

いうことを当然言えると思うのですが、そうでない場合も、能力的により優れた人を雇い

たいからやめてもらうということがあるのでしょうかというのが第１の質問です。 

 第２に、非正規の勤務時間について伺いたいと思います。前回高井戸の社会保険業務セ

ンターを訪問した時に、同じ仕事をしていて給料の格差が常勤職員との間にあるのはおか

しいのではないかという質問したところ、「非正規の場合には７時間45分働いてもらって

います。正規は８時間だから、そこは差が設けてあります」と言うお答えでした。しかし、

この資料では１ページに８時間と書いてあります。結局は時間的には常勤と区別していな

いということなのでしょうか。７時間45分にしなければならないというのは、高井戸の方

の思い違いだったかもしれない。 

○那須社会保険庁人事調整官 それは、こちらの日々雇用の場合も、その雇うところによ

っては７時間で契約をするとか、５時間とか、そういう契約をできることになっています。

８時間を超えない範囲内で雇うということを定めてございます。 

○八田委員 分かりました。 

○吉岡社会保険庁総務部長 最初の方のご質問ですけれども、例えば社会保険事務所でい

ろいろ補助的な業務をされている方について、年齢的な枠もございますけれども、基本的

にはやっぱりあまり頻繁にそういう職員の方は変わりません。どうしても専門的な業務で

すから、そのレベルが落ちないようにこちらからもお願いをして、また事務補助員の方も

ＯＫしていただいて、結果的に５年、６年という形で長く勤務をされる方が比較的多いと
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いう現状でございます。景気のいいときには代わりの方がなかなか見つかりにくいという

状況もございますが、一般的な物差しで見ると、どうしても勤務の能力が落ちるという場

合には事由をお話し申上げて次期は更改をしないという形をとるところもございます。 

○八田委員 分かりました。どうもありがとうございました。 

○岩瀬委員 ２つありまして、新しい日本年金機構においてどういう職員構成を考えてい

らっしゃるのかちょっとお聞きしたいのですけれども、常勤職員と非常勤職員を何人残す

のか移行させるのか。これは前回の議論の最後にもちょっと出てきた問題ですけれども、

その辺を１点お聞きしたい。もう１つは、この適正配置、地域間格差の是正に関する資料

についてですが、これは業務量調査結果に基づきその適正な配置をしたと。具体的にどう

いう業務量調査をして、どういう結果が出たのか。それと、これは47都道府県の事務局別

の人員配置表だと思いますけれども、この下にあるはずの各事務所別の職員数とその適正

な業務調査をした、それぞれの事務所別の業務量ですね、というものを比較したものを資

料としていただけないでしょうか。そうしないと、大枠でみて人員が減っているというこ

とは分かっても、それぞれ本当に適正な職員配置ができているのかどうかというのが客観

的に判断できないと思うのですけれど、とりあえずこの２点をお聞きしたい。 

○吉岡社会保険庁総務部長 １点目の日本年金機構設立時において、常勤、非常勤の割合

をどうするのかという辺りはまさに本会議も含めて、これからご検討いただく、そういう

意味では我々としては白地といいますか、十分ご議論いただいて、その上で最終的に決ま

るというものではないかというように考えております。 

○岩瀬委員 ちょっとよろしいですか。 

○吉岡社会保険庁総務部長 はい。 

○岩瀬委員 これ、じゃもう関係ないですかね。３月18日の厚生労働省のホームページに

社会保険庁改革のあり方という文章が載っていまして、これを見ると常勤は約20％カット

して非常勤は50％カットするという趣旨の文章があるのですけど、これはもう全く関係な

いと。古いやつですか。 

○吉岡社会保険庁総務部長 日本年金機構の前のねんきん事業機構という組織の法案を議

論していただいているときの資料ではないかと思います。 

○岩瀬委員 なるほど。 

 ということは、第１回の再生会議での資料には、採用基準については再生会議で議論す

ると書かれているのですけれども、定員数を決定するというのは、この会議の中である程

度、議論の結果として認めていくということですか。 

○吉岡社会保険庁総務部長 ええ、そんなように了解しております。 

○岩瀬委員 了解しました。すみません。 

○吉岡社会保険庁総務部長 それから、２点目のご質問ですけれども、先ほど言いました

地域間格差の是正のために、ちょっといろいろな手法を私もプロジェクトに入りましてや

らせていただきまして、社会保険業務の標準的な業務を、特におっしゃったように事務所
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の業務をどんなように分析をするかという辺りは、一つのポイントでございまして、標準

的に関わっている職員、例えばその書類の受付に年間0.何日分ぐらいあるだろうかという

ことで調査をしまして、そこでモデル的な、平均的といいますか、標準的な社会保険事務

所の姿を描きまして、それを例えば庶務課とか年金給付課とか業務課とか、各仕事の分野

ごとに積算をして、それで標準的にはあるべき、例えば、庶務課であれば常勤職員が３人

で、非常勤が２人いれば大体埋まるとか、そういう形で細かくシミュレーションをして、

その結果を全部にあてはめて、それで最後にこうやったという形で、かなり積み上げ的な

作業をした上で最終的には定数の配分を行っております。 

○岩瀬委員 その標準的な事務量というのはどこを基準にとっているのですか。 

○高橋社会保険庁企画室長 これは、以前１つひとつの業務量をどういう行為であればど

のくらい時間がかかるかを計測いたしまして、それにそれぞれの件数を、どういう数字で

何件処理いたしましたと、それを掛けて、それぞれの業務量というようなことで計算する

データベースを作ってまいりましたので、それに則ってやっておりました。 

○岩瀬委員 ありがとうございました。 

○本田座長 あと、１点だけお聞きしたいのですけど、人事評価制度のアンケートを見た

感じなのですけれどもね、先ほどのご説明で１万7,000人で回答者が１万6,000人、大変高

い回答率だなと。職員団体が２つありますね。この人事評価制度に対しまして、どんな対

応ですか。一般的に公務員というのは評価制度に厳しい見方をする中で、そういう中でこ

れは大変民間的な評価システムですよね。それに対して職員団体はどういう感じなのです

か。 

○吉岡社会保険庁総務部長 ごく主観的な評価になるかもしれませんけれども、当初はや

はり非常に民間的な、先端的な人事評価システムが導入されるということで、これは組合

員の方だけではなくて、一般の職員もかなり戦々恐々とした、民間会社の中でも営業職的

な仕事、ああいう非常に給料が上から下まで何百万差があるとかですね、そういうイメー

ジで誤解をしたといいますか、非常にある意味では怖かったという、そういう職員が非常

に多かったと思いますが、特に職員団体の組合員だからといって、一般職員よりも厳しい

態度とかいうことはなかったのではないかと思っております。そういう意味では、初めて

経験する、導入される制度ですから、いろんな意味の不安がありますけれども、実際には

先ほど申し上げましたように半期ごとに上司と部下がコミュニケーションを図ることを基

本に両方納得の上で目標を決めて、そのパフォーマンスをきちっと評価をしてもらうとい

うことで、制度の議論が進んで試行導入が始まっていくにつれ、安心感というのがかなり

芽生えてきたという感じがしました。ああこんなようにやればいいのかということで、も

ちろん今まで給料に差がつかなかったことに比べれば非常に刺激的でございますけれども、

だんだん逆に安心感が広がってきているのではないかと。言い換えれば、制度に対する積

極的な評価がだんだん増えてきているのではないかと、個人的には考えております。 

○本田座長 このアンケートは本格的に実施される前ですね。 
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○吉岡社会保険庁総務部長 はい、管理職については、既に本格導入されておりました。 

○本田座長 全職員は今年度からですよね。 

○吉岡社会保険庁総務部長 はい、そうです。 

○本田座長 こういう評価制度というのは常にフォローというか、このアンケート調査を

毎年やるぐらいのことをしないと定着しないと思いますが。 

○吉岡社会保険庁総務部長 そうですね。 

○本田座長 そのときに、職員団体も抵抗運動しているというわけじゃなくて、この回答

率から見て一応制度を認めているというように考えられますか。 

○吉岡社会保険庁総務部長 私はそのように承知、理解しております。 

○本田座長 あと、何かありませんか。 

 それでは、どうもありがとうございました。 

（社会保険庁：坂野長官、吉岡総務部長等 退室） 

○本田座長 それでは、職員の採用に関します基本的事項につきまして、これまでの会議

で出された意見を基に、自由討議ということにいたしたいというように思います。 

○岩瀬委員 ちょっとよろしいでしょうか。 

○本田座長 はい、岩瀬委員。 

○岩瀬委員 意見をまとめていくというのは、議論を深めていく上で必要な作業かとは思

いますけれども、過去２回の委員会の意見というのは、まだ議論自体がそう深まっていな

いわけですね。これまでに出された意見というのは、かなり常識的な話で、果たしてまと

める必要があるのかということをまず私は非常に感じました。むしろ、意見が活発に出た

中で、論点整理をした上でそれを１個１個もう一回深めていくというようにしないと、何

かこう、現時点でもって深めるというのは非常に難しくて、そのための材料が足りな過ぎ

るという気がします、まだ。もう少しヒアリングをきちんとするなり、あるいは資料の読

み込みをして、各委員がある程度イメージを固めてから論点整理をしていただいた方がぼ

くはよろしいのではないかなと。これを急ぐことに、ぼくは非常に懸念を持つのですけれ

ども。おそらくこの委員に就任する際に言われたことでもありますが、全国健康保険協会

の採用に関する基準と整合性を持たせるためにこの会議である一定の基準を設けて、そこ

とのずれがないように留意するという、趣旨があるようですが、全国健康保険協会の採用

基準を担保する法律とこちらの日本年金機構の法律は違うわけですし、あまりそこで整合

性を考えなくても、むしろ向こうが出した基準をこちらが参考にしていくような形で、こ

ちらの基準を向こうに流してもらうということは必要なのではないかなという気がします。

根本的な議論のスタートとしてですね。やっぱりこの会議でやるべきことというのは日本

年金機構がどうあるべきかというのを深めていかなくてはいけなくて、あまり全国健康保

険協会の採用基準のことを視野に入れて議論しなくてもいいのではないかという気がしま

す。そういうことでもう一回深めていく、もっと情報をきちんと取っていく、禍根を残さ

ないような採用基準というものを世の中に対して提起していくというか、世の中というか
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政府に対してだと思いますけれども、そういうように議論のスタートラインというのをも

う一回仕切り直しというとあれでしょうけれども、じっくりやるというスタンスを確認し

た方がぼくはよろしいかなと思うのですけれども、一応そういう意見を持っています。 

○本田座長 まさに我々の会議というのは２つの使命を負わされているのですね。１つは、

新しい年金機構の総数を何人にするかという使命。と同時にもう１つは、いわゆる職員の

採用の基本的考え方と法律上言われているもの。全国健康保険協会と日本年金機構の採用

のプロセスで非常に大きく違うのは、日本年金機構にはこの再生会議があって、さらに来

年には厚生労働省に設立委員会ができるという点です。設立委員会の仕事というのはまさ

に採用基準だとか、そういう細かな基準づくりになるわけですね。だから、この会議自体

が非常に難しいミッションを任されているわけです。 

 もう１つ、全国健康保険協会、これも社会保険庁から離れていくということがあります。

今まで社会保険庁でやってきた医療保険関係であり、そのうちのいわゆる徴収については

日本年金機構でやっていくという形をとる。業務的にも関連があるし、出所は一緒であり

ます。そういうことであれば、我々の方は細かな採用基準というものを作る場ではないと

思いますので、基本的な考え方をやるということだけで、その基本的な方針なり、考え方

というものについては非常に抽象的になるかもしれませんけれども、やはり全国健康保険

協会とも整合性があった方がいいというのが、採用の基本的事項の議論に入っていること

だろうというように思っています。 

○小嶌委員 法律を見ても、健康保険法の一部改正法の附則に書いてあることと、日本年

金機構法の附則に書いてあることはほとんどオーバーラップするのですよね。大本になっ

ているのは国鉄改革法の23条という非常に有名な規定で、それがモデルになっています。

だから、その内容も基本的に同じものであって、ただ全国健康保険協会の方では、このよ

うな会議の設置までは想定していない。それ以外の違いはないと思います。したがって、

全くイコールにする必要はないと思いますけれど、採用基準についても、その内容はでき

る限り共通したものにしていく必要があると思います。 

○本田座長 そこのところは委員の皆さんのご意見を聞きたいのですけれども、いわゆる

採用基準といいますとかなり細かくなっていくわけですね。我々の方は採用の基本的な考

え方について議論する場ですから、個別の細かな、例えばの例で申し上げると、処分を受

けた者はだめだというような採用基準もあり得るのですね。ただ、そういうことは設立委

員会のお考えに任せ、その前に、この年金は非常に大事なので、ちゃんとやっていけるよ

うにするために採用に当たっての基本的な考え方を整理するということが我々の使命では

ないかと思います。これはかなり抽象的になるかもしれませんが、これと対応するような

基準というのは全国健康保険協会にもないと思います。そういう、我々に与えられた使命

はどこまでかということは、別途設立委員会もできますし、考えていかざるを得ないのか

なと思います。 

 八田委員何か。 
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○八田委員 我々が全国健康保険協会の設立にどのように貢献できるかは、全国健康保険

協会と日本年金機構のそれぞれの設立目的に照らして決まると思います。 

例えば、日本年金機構設立の目的は、JR設立の目的とは違うと思うのですね。JRの場合

には国鉄が大赤字を出していて、人員削減をしなきゃいけない、しかも誰が見ても非常に

非効率な労働慣行が行われている。それをちゃんと正して黒字にすることが目的だったわ

けです。人員整理ということが非常に大きな目的だった。一方、日本年金機構の設立の主

たる目的は、赤字をなくすために、人をどんどん減らそうということではないと思うので

すね。日本年金機構の設立の目的は２つあると思います。第１は、徴収をきちんとできる

ようにすることです。保険料の徴収をやるシステムを作り上げていくことに関しては、前

長官が随分頑張られていろんな試みが行われているわけで、これをどうやって伸ばしてい

ったらいいかということが１つあると思います。 

 第２は、いろんな不祥事が出たように、管理がうまくいっていないことを正すことです。

管理がうまくいってないということに関しては、少なくともこの間見学させていただいた

高井戸と三鷹の社会保険業務センターのケースで見ると、コンピュータのシステム化が非

常に不適切です。元来コンピュータが間違いなくできるはずのことをわざわざプリントア

ウトして、人手でもってチェックして、そしてそれをまたインプットするというような膨

大な手間をかけている。それから、住基ネットを使って入ってくる情報をそれに対応して

すぐにやればいいのに、わざわざそれは横に置いておいて、申告があるまで待っているし、

申告がない場合には申告して頂戴と催促すると。考えられないような無駄なシステムなわ

けですね。コンピュータのシステムを、新しいものに変えることを待たないとミスは減ら

せない。 

 日本年金機構設立は、こういう２つの目的がある。この状況で、全国健康保険協との整

合性をどうしたらいいかというわけです。私が思うには、全国健康保険協会とオーバーラ

ップするようなタイプの仕事に関しては、日本年金機構と共通の考え方を採用したらどう

かと思いますが、それ以外のところでは、もうちょっとゆっくり考えることができるので

はないかなと思います。 

前回大臣がアルキメデスの法則とおっしゃったのですが、実際歩いてみるとほんとに分

かるということがあります。全国健康保険協会でやっている仕事、あるいはそれに対応す

る年金の仕事の、現場見学を早急にして、そこでは大体どういうことをやればいいのかと

いうことを決めたらどうかと思います。 

いずれにしても、国鉄のときのように人員削減を大幅にしなきゃいけないという共通の

事情は必ずしもないのではないかと思います。ガバナンスのあり方自体を変えることが共

通の課題ではないかと思います。 

 以上です。 

○本田座長 あと、ご意見。 

○渡辺行政改革担当大臣 ちょっとよろしいですか。 
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 事務局でちょっと説明をしてください。急ぐ理由として、イコールフッティングが求め

られている。その実質的な理由というのは良い人材が全国健康保険協会の方に全部行って

しまっては日本年金機構の方が困るではないかと、そういう理由もありましたね。でも、

今出されたご意見の中で岩瀬さんがおっしゃったことは、おそらく一緒に作っても、基準

をですよ、人材はそのまま流れていってしまうのではないですかという前提でおっしゃら

れたのではないのでしょうか。そうすると、急ぐ実質的な理由がちょっとそこでおかしく

なりませんか。 

○江澤行政改革推進事務局次長 よろしいですか。 

○本田座長 はい。 

○江澤行政改革推進事務局次長 １回目のときにご説明申し上げましたように、全国健康

保険協会が来年10月スタートすると。そして日本年金機構は22年の１月であるということ

なのですが、その同じように社会保険庁から、もちろん民間からもありますけれども、社

会保険庁から職員が出ていく。そのときに職員採用の考え方が全くまちまちになってしま

った場合には社会的な批判を受けることがあるのではないでしょうかと。ですから、法律

的にはそれぞれ最終的には設立委員が基準を決めて採用してということになっております

けれども、その２つが全く区々になってしまった場合、これはまずいのではないでしょう

かと。ですから、非常に大きな部分については基本的な一定の考え方をおまとめいただく

必要があるのではないでしょうかと。 

 例えば、今日説明がありましたが、職員の評価というものについては、これは本格実施

が今年度から全員について始まっているわけです。では、例えば採用に当たって評価をど

ういうものを用いていくのかというときに、少なくとも能力、実績評価をきちんと用いて

採用していくというようなことを言えるのか言えないのか。それによって、全国健康保険

協会の方はもう10月にも採用基準を決めていくと、そして全面施行は今始まったばかりで

あると。しかし、そういう評価をどのように取り入れていくかということについてはある

共通のものがなければいけないのではないでしょうかと。そういうことから、詳細のこと

ではなくて、一定のことについては基盤的なものについて共通である必要があるのではな

いでしょうか。それから、大臣がおっしゃった、良い人材が全国健康保険協会の方に業務

上多数に多く流れるのではないかということについては、確かにそういう可能性はあると

思います。そのことをどう考えるかというのは、これはちょっと別の問題だと思うのです

が、いずれにしましても全く法的には別なのですけれども、その基本的なところが非常に

異なってしまった場合には政府としては一体どうしてこういうことになったのですかとい

うことについてきちんと説明ができないといけないのではないかと。そして、繰り返しに

なりますが、整合させるということは、法的には整合させるということではなくて、こち

らでご議論いただいた大きな基本を全国健康保険協会の設立委員会の方で十分参考にして

いただくというようなことではないかと思っております。そのことを１回目に申し上げた

つもりです。 
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○渡辺行政改革担当大臣 私が言っているのは、異なる基準、スタンダードを作ってしま

うということではないのですよ。あくまでも時間、同じタイミングで基準を作らなければ

いけないというそこのところが、先ほどの岩瀬さんの反論に耐えられるのかと聞いている

のですよ。異なる基準を作れと言っているわけではないですね。つまり先ほどからまだ十

分にいろんな情報がインプットされていないのではないかというご指摘をしておられるわ

けですよ。ですから、それに対して９月中に作るというその時間を合わせることの実質的

な理由が説得力があるかどうかということをもう一度説明してくださいと言っているので

す。 

○江澤行政改革推進事務局次長 座長よろしいですか。 

○本田座長 はい。 

○江澤行政改革推進事務局次長 同じことに聞こえるかもしれませんが、全国健康保険協

会については具体的な採用の基準が10月にも決まってしまいます。それが決まってしまっ

てから全然別の議論になったときには、これは不適切なことになるのではないかという、

そこのことを懸念いたしまして。 

○渡辺行政改革担当大臣 では、同じスタンダードに仮になった場合はどうなの。時間が

離れても。そのことを言っているのですよ。 

○江澤行政改革推進事務局次長 座長、よろしいですか。 

○本田座長 はい。 

○江澤行政改革推進事務局次長 結果として同じスタンダードになったということですか。 

○渡辺行政改革担当大臣 だから、時間が離れるのとスタンダードが違ってくるのとは別

の話でしょうと言っているのですよ。 

○江澤行政改革推進事務局次長 座長、よろしいですか。 

○本田座長 はい。 

○江澤行政改革推進事務局次長 最終的な採用基準は、それぞれの事業の性質に応じて違

うところがあると思います。しかし、そこは共通の基盤がやはり必要なのではないでしょ

うか。そういうことで申し上げてきたつもりです。 

○本田座長 ちょっと非常に分かりにくいのですが、よくお聞きになって皆さんどんな感

じですか。 

○岩瀬委員 ちょっとお尋ねしたいのですけれども、全国健康保険協会の方は10月スター

トで、その段階でもう採用基準も固まって、それで新しい職員をとるということでよろし

いわけですね。ということは、細かな基準も含めて、大体大枠こういう職員をとるという

のはもう決まっているわけですね、全国健康保険協会では。 

○江澤行政改革推進事務局次長 まだ決まっておりません。 

○岩瀬委員 でも、そういう議論はしているわけですよね。 

○江澤行政改革推進事務局次長 いえ、まだ。 

○岩瀬委員 全くしていないのですか。 
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○江澤行政改革推進事務局次長 座長よろしいですか。 

○本田座長 はい。 

○江澤行政改革推進事務局次長 まだ、それは事前にいろんな設立委員の方々が個々にい

ろんな話はしているかもしれませんが、設立委員会としての議論というのは、採用基準に

ついてはまだ一度もされておりません。 

○岩瀬委員 10月スタートでするわけですよね、新しい設立は。 

○江澤行政改革推進事務局次長 来年の10月でございます。そして、その採用基準につい

ての議論は今月の27日に採用基準についての設立委員会としての議論が一度目の議論がな

されるというように聞いております。 

○岩瀬委員 ぼくが普通に考えるとですね、先に全国健康保険協会がスタートするわけで

すね。その後で日本年金機構がスタートするわけですよね。だから、むしろ全国健康保険

協会の方がある程度の議論をしてもらって、その採用基準なり基本的なところを議論が進

んだ段階で、こちらにフィードバックしてもらって、これは参考にしていくということの

方が何かスムーズのような気がするのですけどね。こちらが非常にスケジュールがタイト

な中で、国家公務員制度の枠を離れて、民間的な人事評価制度や給与体系みたいなものを

検討しないといけないでしょうということになるのだと思うのですよ。それができて国民

から信頼される運営ができるようなモチベーションを持つ組織になるということでしょう

から、基本的な採用についての考え方というのは、まずは先行してスタートするところが

どういう議論をしているのかというのをこちらに教えてもらって、こちらがそれのいいと

ころは採るというようにした方がいいのではないかと思うのですが。 

○江澤行政改革推進事務局次長 座長よろしいですか。 

○本田座長 はい。 

○江澤行政改革推進事務局次長 おっしゃっていることは理解したつもりでございます。

ただ、設立委員は、これは全国健康保険協会の場合もそれから日本年金機構の場合も厚生

労働大臣が設立委員を命じるわけでございますけれども、全国健康保険協会の場合には設

立委員が直接採用基準を決めるわけです。しかし、日本年金機構は法律はそうではなくて、

いきなり設立委員が決めるのではだめですよと。ですから、皆様のような方にお集まりを

いただいて十分なご議論をあらかじめしていただいて、それを踏まえて政府が基本計画を

作ると。その基本計画に基づいて初めて設立委員が採用基準も含めて決めるということに

なっているわけでございますね。ですから、こちらの日本年金機構の設立委員会が全国健

康保険協会の設立委員会の議論を参考にして決めるということでは十分とは言えないだろ

うからということであって、日本年金機構法では学識経験者の意見を聞くとされたわけで

ございますので、そういう検討が必要ということだと思います。 

○岩瀬委員 だったらですね、別に切り離して向こうは向こうでやってもらうのだと。こ

ちらの意見を向こうに反映させる必要もないわけではないでしょうか。この基本的な思想

的、採用の基準の基本的な考え方というのは、こちらはこういう形でやりますと、おっし
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ゃっていることは、例えばどんな職員を採用するかしないかをまず決めようということで

すね。過去に処分を受けた人は、これはもうだめですよとか、極端な話ですね。そういう

大枠を決めた上で、個々の採用の細かな基準だとかあるいはどういう人事制度を入れてい

けば業務がもっと合理的に回るのかということを個別に議論していこうということだと思

うのですけれども、その思想的な部分というのは、向こうは向こうでおありになって、そ

れで決める。こちらはその部分も含めて議論をして設立委員会にその議論の結果を渡すと

いうので別にいいのではないですか。それで整合性がとれないということは、あんまり心

配することはぼくはないと思うのです。ぼくが言いたいのは、議論を急ぎ過ぎるとむしろ

禍根を残すことになるのではないかなという気がするのです。だからこそ、どういう職員

を採用するかという基本的なことを決めるにあたって、過去の処分の状態、実態とか、そ

の人がどういう人かということもある程度社会保険庁から説明してもらわないと、機械的

に２回処分を受けた人はだめだとか、国家公務員法上処分を受けた人はだめだとか、そん

なふうに単純には棄て切れないと思いますよね。もっと言えば、さっきもちょっと言いま

したけれども、正規職員をどの程度確保して、非正規職員というのをどの程度確保するの

かという、全体の新しい組織の構成というものがどういう職員構成にする、あるいはどう

いうように切り分けていけば、もっと合理的に国民が安心できるような組織にできるのか

という全体的な組織の構成みたいなものもある程度みんなで議論した中でないと、どうい

う職員を採るとかとらないとかというのは、なかなか難しいような気がするのですね。そ

こを切り分けて職員はこんな職員だけとりますといって、これは別の議論だから組織はこ

ういうようにもう一回考え直しましょうといっても、ぼくはちょっと心配な気がするので

すけれどもね。非常に連動しているというか。 

○岸井委員 その関連で質問してもいいですか。 

○本田座長 はい、どうぞ。 

○岸井委員 幾つかちょっと確認したいのですけれども、岩瀬さんの話の延長になります

けれども、こういう時間差があるとか、考え方の基本が違うと。それで全国健康保険協会

の方はいきなり設立委員会で採用基準を決めちゃうと。それはやっぱりいかがなものかと

いうのでこっちができているのですね。ということは、全国健康保険協会の方がやり方が

適切なのかということになりますよね。こういう問題、同時に本来なら進むべきものを、

向こうのそういう流れを変えるという余地はあるのですか、ないのですか。これは全くな

い。スケジュール的にも法律的にも。 

○本田座長 事務局。 

○江澤行政改革推進事務局次長 法律的にはございません。 

○岸井委員 社会保険庁の解体で分割の問題なのだから、根っこは一緒なわけですよね。

そこの整合性というのはやっぱりこういう形で問題が出てくるととれないのではないのか

なという感じがするのだけれども、その議論をもう一回蒸し返すことはもう全然意味がな

いというか、もう無理な話だということなのですかね、そこをちょっと確認したい。 
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○江澤行政改革推進事務局次長 法律的には無理だと思います。はい。 

○岸井委員 なぜかといいますとね、前回も申し上げたように、今度の新機構が単なる看

板の掛け替えと受け取られるようなことでは困るし、しかも結果的に公平、公正な採用、

妥当な採用だと受け取られるものにするという基準から言いますとね、少なくとも、誤解

されると非常に問題になりますけれども、とにかく今の社会保険庁職員がそのまま移行す

ることはないのだという、そういう基本スタンスというのは共通しないのですかね、両方

にわたって。現実的にはどうかは別にして。法律制度上の問題は別にして。基本スタンス

として。 

○江澤行政改革推進事務局次長 総理、それから厚生労働大臣、前大臣も確か国会でおっ

しゃっていますが、日本年金機構については今の社会保険庁職員が漫然と日本年金機構の

職員になるということはないというように答弁されています。 

○戸井田内閣府政務官 ちょっといいですか、関連で。 

○本田座長 はい。 

○戸井田内閣府政務官 今回初めてなので前回がどういう議論をされていたか分からない

のですけれども、私も政治の世界に生きてきた人間ですから少し乱暴な話があってもお許

しいただきたいと思うのですけれども、社会保険庁の関連のところで今ずっと外で議論を

聞いていたときに、今までの公務員のやり方というのはとにかく自分たちの仕事を作って

いけばいいのだという感覚でもって、その事務をどう早く処理をしてどう効率よくやるか

ということがまるっきりないように思えるのですよね。今このまんまの議論で進めていっ

たら、多分そのまんま同じような形で積み木の組み換えみたいなことをするだけで終わっ

てしまうのではないかという気がするのですよ。そうしたら、年金側の業務なんかでも、

例えばコンビニで支払いでも何でもやるというのだったら、そういうのはコンピュータで

もって、今これだけＩＴが進んでいるのだから、職員なんかの手を煩わさなくたって自動

的にできる部分があるのではないかと。金かけるのだったらその部分に金をかけていって、

それでもなおかつ最低限必要な人員は何なのかということが出てこなきゃいけないのでは

ないかと思うし、それを議論するのはここなのではないですか。 

 そうすると、今業務の上でもってね、最低限どうしても必要な人間でなきゃならない部

分というのはどれだけのものかということに関する資料というのは出てきているのだろう

かなと。その業務センターぼくもまだ一度も行って見たことないけれども、多分想像でき

るのですよ、役所のやっていることというのは。いや、変な話ですけど、普段のそういう、

見ているとそういうように思えるのですね。だからそこらのところを、少々乱暴でもいい

からここで言いたいことをもっと皆さん遠慮なく言っていただいて、そこでどの方向を向

いているかと、そのベクトルを向いている方向が非常に重要なわけであって、あと向いて

いる方向に従っていろいろ形を作っていくのは事務局がやられたらぼくはいいのだろうと

思うのですね。 

 だから、そういう意味で、まず最初に年金業務というのは何となく素人の頭の中で考え
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てみても、かなりの部分はコンピュータが仕事してくれるのではないかと。皆さんもそう

思われているのだろうと思うのですよね。そこの部分と切り分けていく必要があるのでは

ないかなと。どうしても人がいなければだめだと。そのコンピュータに打ち込むのに人が

どうしても必要な部分はあるかも分からない。だけどそれも最近は自動的に、それを分か

っている人たちがいるわけですから、本人がやれる部分があると。それがどのくらい処理

できるのか。お年寄りだとかいうようなことになってきたときに、コンピュータを扱えな

い年代の人たちがやろうとしたときにどうしてもそこに人が必要になるということであれ

ば、人が最低限どのくらい必要なのかと。そういうようなことを詰めていく必要があるの

ではないかなという気がするのですけれども、間違っていますでしょうか。 

○八田委員 ご指摘の通りだと思います。岩瀬委員は全国健康保険協会のガイドラインを

なぜ当会議が急いで作らなければならないのかという問題提起をされました。全国健康保

険協会と日本年金機構の採用方針に整合性を持たすべき根拠を問われているのだと思いま

す。これまでは、その根拠として全く次元の異なるものが２つ議論されてきたと思います。 

第１は、同じ考え方でガバナンスの枠をはめるべきだというものです。今政務官がおっ

しゃったようなことも含めて共通の組織的問題を抱えているのだから共通の枠をはめるべ

きだというものです。放っておけば全国健康保険協会の採用方針は厚生労働省の人たちが

決めることなので、また厚生労働省の天下り先になるし、コンピュータのことやなんかも

そんなに関心を払わないかもしれない。そういう変なことが起きないような枠組みをこっ

ちで作ってほしいということがまずあるのではないかと思うのです。次に、将来コンピュ

ータを使って改善するような余地があるなら、システム変更の意識決定ができるようなキ

ャリアの組織を作ることを考えるべきだということも共通じゃないかと思います。何しろ

今ノンキャリアの人だけで、頭のところはみんな厚生労働省から来ているわけですから、

そういうので良いのかとか、自前のトップを持つべきなのかとか、そういうようなことを

議論すべきなのだと思います。こういう事柄に関する枠組み作りに関しては、中立的な本

会議が主導することが望ましいと思います。 

 第２は、採用条件が違っていたら２つの組織の中で競争をあおって、なだれのように向

こうに行ってしまう。それを防ぐために採用基準を共通化し整合性をもたすべきだという

ものです。これについては、渡辺大臣はそんなものは同じ条件にしたって開始する時間が

違うなら最初に決まった方に行くに決まっているじゃないか、だからそれはそんなに気に

することがあるのかとおっしゃる。私なんか経済学者ですから、最初に決まったところの

給料をうんと安くしてみんな行きたくないようにすればいいと考えます。ただ現実には、

そうもいかないでしょうから、そこを考えておく必要がある。ただし、もし同時にスター

トするとしても両組織の間で異なる業務に関しては競合に神経質になる必要はない。しか

し、似たような職であれば似たような待遇をしないといけない。当面急いで考えるべきと

ころは似たような業務に関して基本的には似たような待遇をすることだと思います。 

○本田座長 いろんなご意見をいただいたのですけれども、今、八田先生がおっしゃった
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ように、私は、最後の方のなだれ現象が全国健康保険協会にというのは、ちょっとそうな

のかどうかなんですけれども、そもそも、社会保険庁の医療保険部門の人に呼びかけるの

ではないのですか。全社会保険庁の人に全国健康保険協会に行くかということをやるので

すか。 

○江澤行政改革推進事務局次長 法律上は社会保険庁の全職員にとなっております。 

○本田座長 私は設立委員会の中で、医療保険に関する経験も採用基準として検討される

と思うのですよね。 

○大山委員 専門知識ですね。 

○本田座長 はい。そういうことで、基本的な考えを言うと、まさに専門知識、勤務成績、

そういうことなのですけれどもね。だけど、今仮に来年そちらの方にみんながなだれてい

く云々とか、これはあまり我々が考えることではないように思います。ただし、社会保険

庁の全国健康保険組合を作る方はやっぱり考えざるを得ないですね。もともと今2,000何

百人いるのを減らして、しかも民間から何百人と、この間ちらっと聞いたところで言って

いるわけですが、そういうときに、社会保険庁全体に果たして声をかけるのかどうか、こ

れは我々分からないです。ただし、ちょっと区分けしていかなきゃいかんのは、ここで

我々に与えられた使命には２つあって、１つはまさに戸井田先生が仰った要員の数をどう

するかと。要員の数というのはぼこっと出てくるわけじゃなくて、まさに業務関連でいろ

んなことを詰めていって出来上がるのです。コンピュータ化も含めて。これは我々の大事

な仕事ですから、これはこれでやらなければいけない。もう１つは採用の基本的考え方、

その具体的例を挙げると、先ほど岸井委員が仰いましたね。総理が云々というのは別の話

で、我々が考えなきゃいけないのです、これを。それが基本的な考え方だと思うのですよ。

現在の社会保険庁の職員の人をどう扱うか。１つは、八田先生からもありましたけれども、

原則社会保険庁という考え方もあるのですよ。それは、何からいくかというと、知識、経

験、ただしその他に管理問題というのもありましたから、これはどう考えるかということ

があるので、そういうことが我々が行う採用の基本的な考えであって、勤務日数がどうだ

ったとか、欠勤が何日だったやつはだめだとか、そうしたことは設立委員会がやればいい

んです。そういうことでいくと、基本的な考え方というのは、私は全国健康保険協会であ

ろうとこちらであろうとそんなに差はないと、そういうように整理していかないと、この

問題でいつまでもかかっちゃうと思うのです。 

○岩瀬委員 ちょっとよろしいでしょうか。 

○本田座長 はい。 

○岩瀬委員 今座長おっしゃったとおりだと思いますけれども、だから１つは採用につい

ての基本的な考え方を決めて、その考え方に従って具体的には採用基準を決めるという、

そういう感じだと思いますけれども。これは、こちらで決めた採用の基本的な考え方を全

国健康保険協会の方でそれを採用するというようになっているのですか。なっているので

あれば、こちらで決めて、それを提供するというのは当然の流れだと思うのですけれども、
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全国健康保険協会の方は基本的な採用の考え方に基づいて採用基準を決めて、設立委員会

が具体的な職員を採用していくということになるのではないですか。その点、ちょっと教

えていただけませんか。 

○江澤行政改革推進事務局次長 よろしいですか。 

○本田座長 はい。 

○江澤行政改革推進事務局次長 参考にしていただくということになります。 

○岩瀬委員 分かりました。そうするとですね、別に採用の基本的な考え方をこちらが参

考情報として提供する必要もないのではないでしょうか。基本的な採用の基準というのは、

それぞれの組織がそれぞれ決めていけばいいわけであって、それが大きくずれても、もし

くはずれなくても、基本的にあんまりずれないと思いますけどね、なぜこちらが先行的に

採用の基本的考え方を固めて、それを参考情報として向こうに渡さないといけないのかと

いうのがぼくは分からないのです。 

○江澤行政改革推進事務局次長 座長よろしいでしょうか。 

○本田座長 はい。 

○江澤行政改革推進事務局次長 同じ社会保険庁から６分割で出ていくわけですので、結

果として、全くまちまちになった場合にやはり政府としては何をやっていたのかというこ

とになりかねないということの懸念でございます。そして、そういう懸念を私どもは大臣

ともご相談して、そして皆様に第１回目のときにそういうことがございますので、その点

について一定の、もちろん政務官がおっしゃるように業務のあり方、そして人数を出して、

最終的にはきちんと来年の政府が作る基本計画の前に整理しなければならないわけでござ

いますけれども、今は一定のどうしてもこれだけはというような点についてコンセンサス

が得られれば、是非ご整理いただけないでしょうかということを１回目に申し上げた、お

願いしたのです。 

○岩瀬委員 分かりますよ、お考え。ただ結局、採用の基本的考え方なんていうのはそん

なに大きくずれるものじゃないと思います。まじめで一生懸命働く人で業務知識があって

という、そういうイメージしかないと思います。不要の職員を採用しようなんていうこと

はあり得ないわけですから、採用の基本的考え方なんていうのは、これはここで議論しよ

うがどこで議論しようが基本的に一緒になってくるのだと思います。一つ社会保険庁で重

要なのは過去の処分内容をどうカウントしていくかということになろうかと思いますけれ

ども、過去の処分もこれを精査しないと単に国家公務員法上の処分を受けたからいいとか

悪いとかと言えないと思うのです。その中身を精査した上で大体こんな方がよろしいので

はないかというのをやっぱりやらないといけないのに、その過去の処分の内容についての

情報がまだ出てきてないわけですよね。その上で基本的な考え方を考えろということ自体

がものすごく無理があると思います。 

○本田座長 そこは非常に難しいところでしてね、まさに具体的な採用基準みたいなこと

なのですね。我々は基本的な考え方を出すわけですね。その後で、今度はそれをさらに細
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かくして、設立委員の方が勤務実績をどう見るか。先ほど、評価制度がどうか、過去の処

分実績はどうかとありましたが、この会議はいちいち処分実績を見てそういう基準を作る

場とは、私は思っていないのです。どうですか、そこのところは。 

○江澤行政改革推進事務局次長 例えば処分でも、いわゆる何というのでしょうか、万引

きをしたとかですね、そういう処分と、それから個人情報をのぞき見したというようなこ

とに伴う処分と、それから不適正処理をしたというような処分と、いろんな処分があると

思うのですね。ですから、私個人のイメージで申しますと、処分というものは過去に済ん

でいる話ですので、処分をしたからどうのこうのはないのですが、処分に照らして、新し

い機構なりがその処分の性質に照らして機構の職員としてふさわしいかどうかというよう

なことを考えるのかどうか。それから、岩瀬先生がおっしゃる例えば処分を分析するとい

うことかもしれませんが、そうすると、例えば全国健康保険協会はそういうことをするの

かどうかというと、それはちょっとよく分かりません。 

○斎藤委員 お話を伺っていてちょっと奇異に感じるのは、企業で言えば、私たちに与え

られたミッションというのは人事担当の常務か専務取締役辺りが経営会議に謀る、そのた

たき台みたいなものを作る役割だと思います。つまり会社としてどういう方向を向いてど

ういう人材を私たちは求めてどういう組織にしていくかということを話すのがこのミッシ

ョンだと思うのですね。処分あるいは採用、何人採用するか、細かい勤務のことを考える

とかいうのは、人事部長あるいは人事課長辺りが精査してやるべきことなのだろうという

ように考えます。そこまで私たちにはやるだけの時間と能力はないだろうと思いますので、

経営戦略で「組織再生会議」という名前があるように、組織を再生していくにはどういう

考え方で組織を作るための人事戦略を提案したらいいのかということを話すべきだろうと

考えます。先ほどから座長が仰っているようにあまり細部のところに時間を割くのはいか

がなものかと思います。 

○大山委員 今日遅れてきてまことに申しわけなかったのですが、先ほど政務官がお話し

になったとおりで、システムの利用の話というのは大きく環境を変える可能性があると思

います。確かに今いろいろな問題が起きていますが、ここでもう一回冷静になって考えな

ければならないのは、今起こっている問題がないとした時に、年金の業務および政府管掌

健康保険が公法人に変わることを考えると、今までと同じ業務形態でよいのかどうかです。

すなわちもっとストレートに言うと、例えば覚書の話があります。あれを見て、多くの人

は驚いたと思いますが、既に破棄されたのであれば、どう考えても総人員が減るのは当た

り前になります。言うまでもなく一人当たりの業務の遂行量は増えますから。ましてやコ

ンピュータを入れて業務改善を行えば、相当数の人員削減が可能になるのではないかと思

われます。特に窓口業務については、今の銀行が良い例になっていると思います。例えば

月末などの混むときを見ると、多くの人は窓口に行くのではなく、ＡＴＭの後ろに並んで

います。その方が心地良いのです。それはまさしくコンピュータでやれることで、社会保

険事務所に行って、いちいち人が対応しなければならないというような話は、経営のセン
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スをもし入れたら、無理があると思われます。旧社会保険庁の事務所のイメージをどう払

拭するかは、一般国民から見ても非常に大切なことです。このことは今回しっかりと考え

るべきです。採用基準の話はさっきからの話のとおりで良いと思いますが、業務量に依存

して何人とるのかに関する将来デザインがないと、国民から見たときに、年金の業務と組

織の再生云々というのを受け入れてもらえないのではないかと思います。これらの点は、

これから重要な議論になるのではないかと思います。 

○八田委員 今の大山先生のご意見に賛成です。先ほどもちょっと申し上げたのですが、

コンピュータによる簡素化によって、業務は大幅に改善できるというのは明らかだと思い

ます。しかし、コンピュータシステム改革にまつわる問題が２つあると思うのです。第１

の問題は、コンピュータ化が重要であればあるだけ、当会議の役割は将来きちんとしたコ

ンピュータを採用していけるようなデシジョンができるようなトップを作る、そういうガ

バナンスができる仕組みを作ることだと思います。これは厚生労働省のお役人が２年だけ

やってくる、しかもコンピュータの知識も何もない人がやってくるというのでは絶対うま

くいかないということなのだと思うのですね。で、全国健康保険協会の方がどれだけその

コンピュータを使うのか、その辺がよく分からないのですけども。 

○大山委員 気になっています。正直なお話は。 

○八田委員 この辺似ているわけですか。 

○大山委員 正確な回答が来ていないので。 

○八田委員 だとすると、要するにここも結局はコンピュータ化をどうやって進めていく

体制を作るかということがここの第１のテーマだろうと思うのです。第２は、短期的な問

題です。短期的には例えば大山先生なんかがもう今のシステムはとにかく話にならんから

こう変えろと、すぐ仰って変えるということが必要だと思うのですね。ある意味で緊急事

態ですから、正規のガバナンスを使わないでやるということが必要だと思うのですが、そ

れが実現して人が減らせるようになるまではちょっとかかるだろう。その間にもう日本年

金機構の方はできちゃうわけですから、新しい機構は現在使っている能率の悪いコンピュ

ータシステムをしばらくの間使い続けなければいけない。そうすると、その間は全員雇用

し続けないといけないのではないかということです。もちろん、新しいシステムになった

らやめられるという仕組みを作れということが必要だと思いますけど、少なくとも当面は

ある程度期限を切って採用する必要がある。その２点はあると思います。 

○大山委員 すみません、その上で追加をさせてください。きちんと申し上げていなかっ

たかもしれませんが、一つの将来像として今の金融機関のイメージを申し上げました。今

の状態を考えると、多分、日本年金機構に変わってもしばらくの間は、国民の信頼を取り

戻すために、人手をかけなければできないことも多々あると思います。しかしながら、窓

口業務が明らかに変わっていくという将来のビジョンを持てば、そこに採用すべき人はど

ういう人がふさわしいかが決まってきます。ですから、このような移行の話をしっかり頭

に置いて議論することが必要ではないかということです。元々、フロントオフィス業務は
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電子政府の方でも同じことを言っていますが、50％にオンラインの申請率を上げるという

ことは、裏を返すと50％に窓口業務を減らすということです。このためにコンピュータを

どう使うかの議論をしているはずです。しかしながら、現状を考えると年金については、

ここしばらくの間は人手をかけないとできないものがあるというのが、実態であると思い

ます。だからこそ、将来への移行の話を含めて採用計画を作るべきでしょう。１度採用す

ると、非常勤の方でも後が大変ということもあるようですが、だとすれば、そこは最初か

ら派遣で採ることも含めておかないと意味がないような気がします。 

○本田座長 いずれにしましても、我々２つの作業に責任を持っているわけですから、た

だ、平成22年の１月に日本年金機構が発足する予定になっていますので、国民にとっても

大変大事なこの機構が円滑にいくように、ある程度時間を区切りながらやっていかざるを

得ないと思うのです。特に要員の数とかいう問題は、現段階で考えればかなり必要かもし

れないけど、これは永遠の経営課題なのです。新しくできた機構の理事長が真剣に将来次

をどんどん考えていかなきゃいけない。やはりこの段階の中で100％というのは私はあり

得ないと思います、その要員の問題にしても。今の段階で一番ベストだという、具体的な

詰めをするのも私はやっぱり社会保険庁の人や厚生労働省の人が真剣になって考えないと、

我々がこれは要るとか要らないということでは具体的にはできないです。やっぱり将来そ

こで働く人たちがちゃんと一生懸命考えてやっていく。それに対して我々がどれだけアド

バイスができるかというような形で進めないと、いつまでたってもできないと思います。

大事な機構ですから、あくまでも22年１月にちゃんとこれがスタートするように、そのた

めに採用のあり方はどうしていくかという議論が出てくる。本当は、業務が先にあって採

用なのです。だけど諸般の情勢いろいろとありますので、採用の基本的考え方というのは、

まさに細かな基準ではなくて、大きな例えば民間からの採用をするのかしないのかとか、

そういう大きな考え方を出して、あとは設立委員会で具体的なものを詰めていくという感

じじゃないかなというように見ていますけどね。 

○小嶌委員 いいですか。 

○本田座長 はい。 

○小嶌委員 先ほど政務官が言われたように、やはり必要最小限ということを念頭に置い

て採用は考えるべきじゃないかと思います。それと、その必要数というものも、時間の経

過の中で変わってくるわけですよね。そうすると、今の設定では常勤職員として採用する

場合は定年までの雇用というのを前提に考えているようですが、そこを少し変えていただ

く必要があるのではないでしょうか。つまり最初から任期をつけて常勤職員も採用すると

いうような方向で臨まないと、先々で難しい問題が生じるように思います。 

 ○八田委員 今おっしゃった任期雇用でかなりの部分を雇うべきだというのは、結局また

３年ということになるわけですか。 

○小嶌委員 常勤の方ですよ。 

○八田委員 常勤でも任期、ということは定年を短くするということですか。 



27 

○小嶌委員 いや定年までの雇用は前提にしません。例えば日本年金機構は平成22年にス

タートするけれど、新しいシステムは23年ですか、そうすると１年間だけ必要という人も

出てきますよね。その１年間だけ必要という人を全部非常勤で雇用するのか、それとも一

部常勤の人を充てるのか。そこはにわかには判断できませんけれど、要するにすぐには減

らないものの、最終的にはかなり必要人数が減ることを前提にして採用基準や採用計画を

考えないと、いったん任期なしの常勤職員として採用すると、そう簡単には辞めてもらえ

ないので、そこは最初から任期を決めておいた方がいいと思います。つまり、数年先には

減るのだということを前提にした採用計画にしないといけない。 

○八田委員 そこの具体的な振り分けは日本年金機構の設立委員会が考えなさいというこ

とですね。 

○小嶌委員 それはそうですけれども。だから、いったん日本年金機構で採用する場合に

も、常勤であれば定年までいられるということでは必ずしもない。やはり業務は次第に減

っていくので、定年までの雇用は保障できない場合もあるということを前提に考える必要

があるのではないか。ただ、日本年金機構法は、社会保険庁職員としての退職期間を機構

で通算するとか、定年までの雇用を想定した法律になっているので、そこが問題なのです

が。 

○山本内閣府副大臣 ちょっとよろしいですか。 

○本田座長 はい、どうぞ。 

○山本内閣府副大臣 今日最初の社会保険庁の報告を聞いてちょっとびっくりした点があ

るのですが、人事評価が出ました。Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃというのは相対評価と。Ｄだけは絶対

評価ですと、こう書いてあるのですけれども、このＤが非常に数が少ない、0.5％しかな

いものですから、25人とか50人とか数が少ないものですから、びっくりしたのですが、こ

れだけ社会保険庁の評判が悪くなったのはやはり同庁の体質が、職員の体質、管理者も含

めてですけれども、体質が非常に悪かったということが原因だと言われておるわけであり

ますけれども、しかし、こうやってみるとあんまり悪くなかったのではないかなという感

じがしてちょっとびっくりしたのですが、評価の仕方もちょっと考えてもらわないといか

んなと思って。 

○本田座長 よくなりつつあると。 

○山本内閣府副大臣 びっくりしたのですけれども、やはり先ほどの話がありましたけど

も、答弁でも社会保険庁の旧職員が全部入ることはあり得ないというように答弁している

という話がありましたけれども、やはりある程度、今の社会保険庁の職員が全部入れませ

んよということはメッセージで出すべきではないか。ということは定員ももちろんそうで

ありますし、あとは民間の採用をどうするかということが出てくると思いますので、そう

すると全国健康保険協会の方も日本年金機構の方も採用条件としてせめて民間の入る割合

とかは同じようにしてみるとか。例えば、それでないと例えば年金の方は大分切られたけ

れども、最初の全国健康保険協会の方はみんな入れたと。社会保険庁の職員がみんな入れ
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たというようではやっぱりこれはまずいと思いますので、やっぱりその辺のことはこの会

議である程度目安を、民間との割合はどうするのだということの目安だとか、定員も何％

減らすのだというようなことは出していかないと、後で困るのではないかなと思いますの

で、全員入ることはあり得ないということは、やはり国会答弁もしっかりとこれは守って

ここで是非意思統一をしておいていただければと、私はそう考えます。 

○本田座長 それは非常に口幅ったい言い方ですけど、委員でよく議論して決めさせて頂

きたいですね。やっぱり基本的考え方ですから、どういう書き方になるかは分かりません

けれども、それは当然どこの企業であれ、成績、質、実績がございますけれども、もう１

つはやっぱり社会保険庁の職員の採用をどうしようかと。資質なり知識なり経験なりはど

うするのかと。と同時に民間からの採用の問題もありますね。それと労働法上の問題があ

りますね。ここらをどういうように考えていくかというような基本的な考え方を整理する

と。それに基づいて具体的な採用基準というものはまさに設立委員の方にお願いするとい

うことではないかと思うのですが。 

 それでは、次の会合なのですが、一応９月19日に皆さんの方の時間調整で17時から19時

ということでさせていただけないかということを考えております。次回の予定ですけれど

も、19日まで時間もありますから、委員の基本スタンスもいろいろありますから、採用の

あり方についてのお考えを、もしあったら事務局の方とやっておいていただいて。 

○岩瀬委員 こちらから事務局にメモして出すということですね。 

○本田座長 その中で整理しながら議論を次もう一回自由討議、これは１回、２回かかり

ますけども。 

○岩瀬委員 あと１つ。 

○本田座長 はい。 

○岩瀬委員 事務局から求められているミッションというのがぼくはいま一つ理解できな

いのですけれども、これは採用の基本的な考え方について議論しろということでいいわけ

ですか。となると、かなり抽象的なイメージを固めろということですね。つまり何という

のかな、職員の採用計画に基づいてどういう人がふさわしいとか、そういうことまでは踏

み込まないと。 

○江澤行政改革推進事務局次長 まさに一定の基本的なところをご議論いただきたいとい

うことを１回目に申し上げたわけです。先ほど座長おっしゃられたように、委員の方々と

いろいろご意見、ご意向を伺いまして、その上で整理して、そして一定の基本的なところ

についてというのはこの程度のものではないでしょうかというようなことをご議論いただ

く、そのときに、いやここまで言う必要はないのではないか、あるいはこういうことは言

った方がいいのではないかというようなことになるのではないかと思うのですが、いかが

でしょうか。 

○本田座長 基本的考え方というものと、採用基準というものがあって、それはまさに設

立委員が具体的に誰を採るというのは決めるわけです。我々はその仕事をやらないわけで
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す。誰を採るという仕事はですね。その誰を採るという仕事をやる人が採用基準を作る。

しかし、その前提として、具体的には当然のことながらちゃんと公平公正とさっきおっし

ゃったことは入れながら、もっと具体的なことを言えば社会保険庁の職員をどうするか、

民間をどうするか、そういうことについてある程度のことは言えると、また出すと。その

中で１つだけどっちかなと悩んでいるのは、例えば処分の問題なのです。処分を受けた者

をどうするか。それを書くか書かないか。これはまた皆さんのご意見を聞きながらまとめ

ていかなければいかんのかなと。 

○戸井田内閣府政務官 その処分の問題ですけれどもね、今まで社会保険庁の職員がやっ

てきたことというのはどういうことなのかと。一般の国民がどう思っているのかというこ

とをやっぱりこの場では忘れてはだめだと思うんですよね。最初から手足しばられている

形でもって議論が進んでいったら、思ったことができないと思うのですよ。そこはもう手

足しばられる必要はないと。そこから議論をスタートしていって、どう組み上げられるか

と。その中で本当に専門家として必要な者が、現場の専門家として必要な者があれば、そ

ういうのはきちっと採用していくと。派遣でもっとやれるのかやれないのか、そんなこと

まで議論したってぼくはいいと思うのですね。乱暴かも分からないけれども。それでない

と、改革というのはできないと思うのですよ。 

○岩瀬委員 政務官にちょっと１つ質問したいのですけれども、要するに処分はもう過去

の問題だからそれは新組織で採用する際の、採用の基本的考え方に入れないということの

ご主張をされたというように考えてよろしいのですか。 

○戸井田内閣府政務官 入れないというのは、だからもう過去に処分されているのだった

ら…… 

○岩瀬委員 それはもう考えないと。 

○戸井田内閣府政務官 考えないというか、議論の出発点としては、例えば採用しないと

いう考え方もあり得ると。 

○岩瀬委員 ああ、そういう人は採用しないということですね。処分をカウントしないの

ではなくて。なるほど。ただですね、これぼくさっき処分の精査の問題もちょっと一つ必

要なんのではないかなというように言ったのは、この過去の不正免除問題にしても調べな

いといけないし、社会保険庁から、処分に至るまでのデータを出してもらわないといけな

いと思うのですけれども、事務所で処分を受けて、事務所長なりある一定の幹部の人が処

分を受けていると。ところがその人たちは実際にはやっていないという不本意な形ね、そ

ういうことの指導をしていないのに処分を受けているというケースもあるのではないかな

と思うのです。それがちょっといかにも酷かなという気がするのですけれども。そういう

処分を受けた人でも能力の高い人は新しい組織に行ってもらわないと業務が動かなくなる

可能性もありますので、そこは精査をした方がよろしいかと思います。それは膨大な事業

で時間がかかるようだとできませんけれども、一定社会保険庁の中で分けてもらえれば参

考材料として使えるのではないかなと、そういう趣旨で言ったのですけれども。 
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○戸井田内閣府政務官 そういう気持ちはよく分かります。 

○小嶌委員 いいですか。 

○本田座長 はい。 

○小嶌委員 処分の問題とも絡むのですけれど、処分を受けた人の中に能力評価で標準以

上の人がいるというのはちょっと信じがたいのです。公務員の場合は懲戒処分の基準とい

うものがあって、ちょっと幅があるのですが、そんなに省庁間で違いはないと思います。

だから、大体察しがつく。それともう１つは人事評価をきちんとやっていると言われまし

たが、あまりきちんとやられていないという印象を受けます。例えば、勤勉手当に反映す

る実績評価の場合、標準と最低との間にあまり差がない。これでは、ほとんど評価を勤勉

手当に反映していないのに等しいのではないかと。そのように考えると、それほどきちん

と評価が行われているとは思えない。ただ、ある程度そのような評価であっても、採用基

準の中には織り込んでいく必要がある。また、今日は触れられませんでしたけれども、事

務補佐員についてはおそらく評価を行っていないと思うのです。データが出ていないとい

うのは。したがって、謝金職員と国民年金推進員についてはある程度給与に反映する形で

評価をしておられるのでしょうけれども、少なくともこの2,887人、常用換算の数字です

けれどもね、この事務補佐員についてはそもそも評価データがないので、その採用基準に

ついて考える場合には、評価をもとに採用を決められない。とすると、別の基準を持って

くる必要がある。 

○八田委員 それは詰まるところはガバナンスの問題だと思います。まず常勤の幹部を決

めて、スタートしてから非常勤を決めても採用してもいいのではないですか。要するに幹

部を評価する仕組みがきちんとあれば、その幹部たちが、幹部といっても課長とかそうい

う人たちが一生懸命いい人を採ろうとする。それは紙に書かれたものだけで判断するので

はなくて、今までの経験があるから大体この人はいい、悪いというのは分かっている。幹

部はその知識を活用して採用を決めることができる。ところがこれを一律の基準で最初か

らしてしまうと、どうもそういう知識が使えないのではないかと思っています。 

○江澤行政改革推進事務局次長 今日のいろいろなご議論をいただいて、１回目に採用の

ほんとに基本的なところについて一定のお考えを整理していただきたいということでコン

センサスをいただいたということで説明させていただいてきたわけですけれども、今日の

ご議論も委員の皆さんだけでなく、大臣、副大臣、政務官のご意見も考えますと、要する

にこの会議としては、採用の基本について、今後どういったことを考えていくのかという

観点から、皆様のご意見を伺って、そして、たたき台をここで19日にご議論いただく、そ

ういうことでいかがでしょうか。こうあるべしではなくて、今後こういった点についてう

んと議論を深めていく必要がある。例えば座長がおっしゃった民間人の採用というような

こと、あるいは、例えば処分という話が出ましたが、それをどういうように考えていくの

かというようなこと、どうなるかはあれですけれども、いろいろ伺った上でそういうもの

を整理させていただく、そういう方向で考えさせていただきたいと思うのですが、いかが
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でしょうか。 

 岩瀬先生、最初に問題提起があったのですが、いかがでしょうか。 

○岩瀬委員 すいません、１人でかき回していまして申しわけありません。 

○本田座長 いやいや、結構ですよ。 

○岩瀬委員 そういう形で、次回考え方を煮詰めるということですよね。細かいことを言

えば、さっき小嶌先生がおっしゃっていましたように、あるいは、大山先生がおっしゃっ

ていましたように、組織の形はある程度イメージを固めない限り、人をどういう人を採用

していいか、どういう人がふさわしいのかということは出てこないとは思いますけれども、

その前段である一定の考え方を、何ていうかな、検討の基準にするための議論をある程度

固めるというために、次回の会議を開くというのは別に、諮れるかどうかは別としてです

ね。 

○本田座長 前回の会議でも申し上げましたけれども、次回に年金記録問題検証委員会の

野村委員からのヒアリングもしていただくことになっていますので、それをやって、それ

で今事務局から言ったように、皆さんのところに伺って、いろいろと作業させていただき

たいと思いますので、ご協力のほどをよろしくお願いしたいと思います。 

○八田委員 是非幹部の採用の仕方を十分議論していただきたいと思います。私は、我々

のミッションがうまくいくかどうかは、幹部に厚生省厚生労働省の方をどれだけ入れない

で、責任ある体制を作るか、それにかかっているように思います。 

○本田座長 そこらのご意見も。それでは、どうも長時間ありがとうございました。 

以 上 


